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0.8%
●●

議会費

●

労働費0.2%
災害復旧費
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決
算

平成 29 年度 市税内訳

平成 29 年度 歳入内訳

項　目 金　　額

自主財源
34.4％

 市税 39 億 6,205 万 3 千円
 繰越金 13 億 404 万 4 千円
 分担金及び負担金 4 億 8,087 万 3 千円
 諸収入 4 億 2,296 万 1 千円
 寄附金 3 億 2,741 万 9 千円
 使用料及び手数料 3 億 1,202 万 5 千円
 繰入金 2 億 2,557 万 9 千円
 財産収入 9,727 万 4 千円

依存財源
65.6％

 地方交付税 58 億 3,421 万円
 市債 32 億 7,930 万円
 国庫支出金 27 億 1,855 万 4 千円
 県支出金 9 億 4,740 万 3 千円
 地方消費税交付金 5 億 9,793 万 8 千円
 地方譲与税 1 億 3,902 万 5 千円
 自動車取得税交付金 4,322 万 5 千円
 株式等譲渡所得割交付金 1,806 万 9 千円
 地方特例交付金 1,797 万 8 千円
 配当割交付金 1,668 万 9 千円
 利子割交付金 626 万 7 千円
 交通安全対策特別交付金 379 万 1 千円

歳入合計 207 億 5,485 万 7 千円

項　目 金　額

普通税
94.2%

 個人市民税 15 億 3,684 万 9 千円
 法人市民税 1 億 4,089 万 6 千円
 固定資産税 17 億 1,607 万 2 千円
 軽自動車税 1 億 4,022 万 6 千円
 市たばこ税 1 億 9,728 万円

目的税
 5.8%

 入湯税 2,059 万 9 千円
 都市計画税 2 億 1,013 万 1 千円

市税合計 39 億 6,205 万 3 千円

平成 29 年度 目的別歳出内訳

項　目 金　　額 市民一人
当たり

 民生費 55 億 7,785 万 5 千円 158,430 円
 土木費 28 億 6,638 万 4 千円 81,415 円
 教育費 27 億 3,651 万 1 千円 77,726 円
 公債費 22 億 685 万 3 千円 62,682 円
 総務費 20 億 3,365 万 7 千円 57,763 円
 衛生費 14 億 962 万 4 千円 40,038 円
 消防費 7 億 1,269 万 2 千円 20,243 円
 諸支出金 6 億 7,210 万 9 千円 19,090 円
 農林水産業費 6 億 6,257 万 9 千円 18,820 円
 商工費 3 億 9,896 万 7 千円 11,332 円
 議会費 1 億 6,214 万 3 千円 4,605 円
 労働費 4,786 万 2 千円 1,359 円
 災害復旧費 352 万 6 千円 100 円

歳 出 合 計 194 億 9,076 万 2 千円 553,605 円

194 億 9,076 万 2千円
一般会計　歳出

　

平
成
29
年
度
の
国
内
経
済
は
、
ア
ベ
ノ

ミ
ク
ス
の
推
進
に
よ
り
、
雇
用
・
所
得
環

境
の
改
善
が
続
く
中
で
、
緩
や
か
な
回
復

基
調
が
続
い
て
お
り
、
海
外
経
済
が
回
復

す
る
下
で
、
輸
出
や
生
産
の
持
ち
直
し
が

続
く
と
と
も
に
、
個
人
消
費
や
民
間
設
備

投
資
が
持
ち
直
す
な
ど
民
需
が
改
善
し
、

経
済
の
好
循
環
が
実
現
し
つ
つ
あ
り
ま

す
。

　

こ
の
よ
う
な
財
政
状
況
の
中
で
、
平

成
29
年
度
は
、「
第
２
次
山
梨
市
ま
ち
づ

く
り
総
合
計
画
」
の
計
画
初
年
度
と
な

る
年
で
あ
り
、
ま
ち
・
ひ
と
・
し
ご
と

創
生
法
に
基
づ
き
、
平
成
27
年
９
月
に

策
定
し
た
「
山
梨
市
総
合
戦
略
」
の
実

施
中
間
年
度
で
あ
る
こ
と
を
踏
ま
え
、

総
合
計
画
で
描
か
れ
た
ビ
ジ
ョ
ン
を
実

現
す
る
た
め
、
市
政
を
取
り
巻
く
さ
ま

ざ
ま
な
課
題
や
向
か
う
べ
き
方
向
性
を

認
識
す
る
中
で
、
攻
め
の
行
政
運
営
と

健
全
な
財
政
運
営
の
バ
ラ
ン
ス
を
保
ち

な
が
ら
、
公
正
・
公
平
な
行
政
運
営
を

進
め
て
き
ま
し
た
。

207 億 5,485 万 7千円
一般会計　歳入

公
債
費
は
、
旧
合
併
特
例
事
業
債

な
ど
の
借
入
額
の
増
加
に
伴
い
、
対

前
年
度
比
１
８
６
９
万
８
千
円
（
０
・

９
％
）
の
増
額
と
な
り
ま
し
た
。

総
務
費
は
、
庁
舎
西
館
空
調
・
照

明
設
備
改
修
事
業
が
増
額
と
な
っ
た

こ
と
な
ど
に
よ
り
、
対
前
年
度
比

１
億
１
２
７
６
万
４
千
円
（
５・
９
％
）

の
増
額
と
な
り
ま
し
た
。

衛
生
費
は
、
産
婦
人
科
施
設
整
備

事
業
が
終
息
し
た
こ
と
な
ど
に
よ
り
、

対
前
年
度
比
９
億
４
４
７
６
万
８
千
円

（
40
・
１
％
）
の
大
幅
な
減
額
と
な
り

ま
し
た
。

消
防
費
は
、
東
山
梨
行
政
事
務
組
合

負
担
金
が
増
額
と
な
っ
た
こ
と
な
ど
に

よ
り
、
対
前
年
度
比
１
３
９
３
万
４
千

円（
２・
０
％
）の
増
額
と
な
り
ま
し
た
。

　

目
的
別
歳
出
に
お
い
て
、
民
生
費

は
、
特
定
教
育・保
育
施
設
運
営
事
業
、

介
護
等
給
付
事
業
な
ど
が
増
額
と
な
っ

た
こ
と
な
ど
に
よ
り
、
対
前
年
度
比

１
億
１
８
０
１
万
９
千
円
（
２・
２
％
）

の
増
額
と
な
り
ま
し
た
。

土
木
費
は
、
野
背
坂
線
改
良
事
業
の

終
息
、
橋
梁
長
寿
命
化
耐
震
事
業
な
ど

が
減
額
と
な
っ
た
こ
と
な
ど
に
よ
り
、

対
前
年
度
比
１
億
３
４
６
６
万
８
千
円

（
４・５
％
）
の
減
額
と
な
り
ま
し
た
。

教
育
費
は
、
市
民
会
館
・
図
書
館

大
規
模
改
修
事
業
、
小
学
校
エ
ア
コ
ン

設
備
整
備
事
業
、
市
民
総
合
体
育
館
ア

リ
ー
ナ
大
規
模
改
修
事
業
及
び
統
合

小
学
校
大
規
模
改
修
事
業
が
終
息
し

た
こ
と
な
ど
に
よ
り
、
対
前
年
度
比

７
億
２
４
５
３
万
６
千
円
（
20・
９
％
）

の
大
幅
な
減
額
と
な
り
ま
し
た
。

諸
支
出
金
は
、
旧
合
併
特
例
事
業
債

を
原
資
と
し
て
地
域
振
興
基
金
へ
、
ふ

る
さ
と
納
税
を
原
資
と
し
て
ふ
る
さ
と

輝
き
基
金
へ
積
立
を
行
な
っ
た
こ
と
に

よ
り
、
対
前
年
度
比
９
８
５
３
万
７
千

円（
17・
２
％
）の
増
額
と
な
り
ま
し
た
。

　

農
林
水
産
業
費
は
、
成
沢
地
区

基
盤
整
備
事
業
及
び
地
方
創
生
加

速
化
交
付
金
活
用
事
業
が
終
息
し

た
こ
と
な
ど
に
よ
り
、
対
前
年
度
比

１
億
８
５
５
万
３
千
円
（
14
・
１
％
）

の
減
額
と
な
り
ま
し
た
。

一般会計歳入総額は、
前年度より 15億 5,831 万 6千円（7.0%）減
の 207億 5,485 万 7千円となりました。

　
し
か
し
、
本
市
の
経
済
状
況
に
お
い
て

も
こ
れ
ら
の
好
調
な
経
済
指
標
が
、
即
効

的
・
直
接
的
に
財
政
状
況
に
結
び
つ
く
か

と
い
う
と
、
本
市
の
課
税
客
体
な
ど
を
鑑

み
る
と
、
急
激
な
増
収
は
期
待
で
き
ず
、

歳
入
構
成
の
約
３
割
を
占
め
る
地
方
交
付

税
に
つ
い
て
も
、
激
変
緩
和
措
置
が
講
じ

ら
れ
て
い
る
も
の
の
合
併
算
定
替
の
段
階

的
縮
減
の
影
響
に
よ
り
、
大
幅
な
減
額
と

な
っ
て
お
り
、
本
市
の
財
政
運
営
に
大
き

な
影
響
を
及
ぼ
し
て
い
る
状
況
で
す
。

平成 29年度
●歳入総額
●歳出総額
●差引額
●翌年度への
　繰越財源
●実質収支額

207億 5,485 万 7千円
194億 9,076 万 2千円
12億 6,409 万 5千円

2億 9,586 万 9千円
9億 6,822 万 6千円

一般会計歳出総額は、
前年度より 15億 1,836 万 7千円（7.2%）減
の 194億 9,076 万 2千円となりました。

　

自
主
財
源
で
は
、
寄
附
金
が

ふ
る
さ
と
納
税
の
増
額
に
伴
い

１
億
４
８
２
３
万
１
千
円
増
額
に
な
っ

た
こ
と
、
土
地
売
却
収
入
の
増
額
に
よ

り
財
産
収
入
が
８
５
３
４
万
８
千
円

増
額
に
な
っ
た
こ
と
、
ふ
る
さ
と
輝

き
基
金
の
取
崩
し
に
よ
り
繰
入
金
が

５
６
４
８
万
３
千
円
増
額
に
な
っ
た
こ

と
な
ど
に
よ
り
、
前
年
度
に
比
べ
る
と

２
億
５
２
７
２
万
１
千
円
の
増
額
と
な

り
ま
し
た
。

　
依
存
財
源
で
は
、
地
方
交
付
税
は
合

併
算
定
替
の
縮
減
に
よ
り
普
通
交
付
税

が
大
幅
な
減
額
と
な
り
、
特
別
交
付
税

に
お
い
て
も
、
平
成
28
年
度
に
算
定
さ

れ
た
雪
害
対
応
経
費
が
削
減
さ
れ
た
た

め
、
大
幅
な
減
額
と
な
り
ま
し
た
。

　
ま
た
、
歳
出
側
の
投
資
的
経
費
の

大
幅
な
減
額
に
伴
い
、
国
庫
支
出
金

及
び
地
方
債
が
大
幅
な
減
額
と
な
っ

た
こ
と
な
ど
に
よ
り
、
前
年
度
に
比

べ
る
と
18
億
１
１
０
３
万
７
千
円
の

大
幅
な
減
額
と
な
り
ま
し
た
。

CO2 削減・省エネ化改修工事
を実施

好調だったふるさと納税

第２次山梨市まちづくり
総合計画

人口 35,207 人（平成 30 年 3 月 31 日現在）

市民の皆さんから納めていただいた税金
などが、どのように使われ、市の財政が
運用されたのかをお知らせします！



平成 29 年度 性質別歳出内訳

投資的経費
21.4%

性質別

貸付金等

補助費等

公債費 扶助費

繰出金
9.2%

 11.0%

11.3%

13.2%
14.1%

0.7% 維持補修費
0.4%

●

物件費
人件費

15.2%

積立金
3.5%

●●
●

項　目 金　　額

 投資的経費 41 億 7,148 万 2 千円
 扶助費 29 億 6,241 万 5 千円
 物件費 27 億 4,046 万 4 千円
 人件費 25 億 7,922 万 9 千円
 公債費 22 億 685 万 3 千円
 補助費等 21 億 4,447 万 5 千円
 繰出金 17 億 8,525 万 7 千円
 積立金 6 億 7,613 万 4 千円
 貸付金等 1 億 4,524 万円
 維持補修費 7,921 万 3 千円

歳出合計 194 億 9,076 万 2 千円

性質別経費一般会計

特別会計は、保険料や使用料などで賄う特別な業務で、一般会計と
分けて経理することによって、収支を分かりやすくさせた会計です。

会　　計　　名 歳　　　入 歳　　　出 差　　　引
 国民健康保険特別会計 53 億 5,061 万 7 千円 50 億 8,949 万 6 千円      2 億 6,112 万 1 千円
 後期高齢者医療特別会計 4 億 2,744 万 9 千円 4 億 2,596 万 6 千円 148 万 3 千円
 交通・火災災害共済特別会計 1,208 万 4 千円 931 万 8 千円 276 万 6 千円
 浄化槽事業特別会計 7,273 万 4 千円 7,273 万 4 千円
 介護保険特別会計 39 億 5,485 万 5 千円 39 億 2,808 万 2 千円 2,677 万 3 千円
 居宅介護予防支援特別会計 1,531 万円 1,531 万円
 簡易水道事業特別会計 4 億 8,091 万 1 千円 4 億 8,091 万 1 千円
 活性化事業特別会計 9,188 万 8 千円 9,188 万 8 千円

合　　　計 104 億 584 万 8 千円 101 億 1,370 万 5 千円 2 億 9,214 万 3 千円

特別会計

水道事業会計

損 益 計 算 書

 営業収益 5 億 5,480 万 3 千円  営業費用 5 億 7,735 万 6 千円
 営業外収益 9,170 万 7 千円  営業外費用 5,152 万 7 千円
 特別利益 0 円  特別損失 37 万 8 千円

 経常利益 1,762 万 7 千円 当年度純利益 1,724 万 9 千円

病院事業会計

損 益 計 算 書

 医業収益 0 円  医業費用 441 万 5 千円
 医業外収益 1,943 万 1 千円  医業外費用 1,501 万 6 千円

 経常利益 0 円 当年度純利益 0 円

下水道事業会計

損 益 計 算 書

公共営業収益 3 億 1,342 万 8 千円 公共営業費用 6 億 5,726 万 4 千円

公共営業外収益 4 億 9,590 万 5 千円 公共営業外費用 1 億 3,848 万 2 千円

特環営業収益 2,177 万 6 千円 特環営業費用 8,089 万 3 千円

特環営業外収益 7,983 万 3 千円 特環営業外費用 2,506 万 4 千円

公共特別利益 0 円 公共特別損失 873 万 8 千円
特環特別利益 0 円 特環特別損失 50 万 1 千円
経常利益 923 万 9 千円 当年度純利益 0 円

公営企業会計

山梨市の借入金残高
383 億 3,402 万 1 千円

会　計　名 平成 28 年度末
未償還額

平成 29 年度償還額 平成 29 年度
借入額

平成 29 年度末
未償還額元金 利子

 一般会計 237 億 3,168 万 3 千円 20 億 151 万 2 千円 2 億 524 万 9 千円 32 億 7,930 万円 250 億 947 万 1 千円

 下水道事業会計 86 億 9,876 万 7 千円 5 億 6,694 万 3 千円 1 億 5,560 万 4 千円 3 億 1,370 万円 84 億 4,552 万 4 千円

 浄化槽事業特別会計 2 億 7,673 万 6 千円 1,516 万 7 千円 487 万 4 千円 350 万円 2 億 6,506 万 9 千円

 簡易水道事業特別会計 21 億 7,518 万 5 千円 1 億 397 万 7 千円 3,905 万 8 千円 1 億 3,680 万円 22 億 800 万 8 千円

 国民健康保険特別会計 1,859 万 7 千円 1,859 万 7 千円 ０円 ０円 0 円

 介護保険特別会計 6,700 万円 ０円 ０円 9,200 万円 1 億 5,900 万円

 水道事業会計 22 億 5,399 万 6 千円 9,498 万 7 千円 4,062 万 1 千円 8,650 万円 22 億 4,550 万 9 千円

 病院事業会計 160 万円 16 万円 1 万 6 千円 ０円 144 万円

合　　　　計 372 億 2,356 万 4 千円 28 億 134 万 3 千円 4 億 4,542 万 2 千円 39 億 1,180 万円 383 億 3,402 万 1 千円

公債費

平成 30 年 3 月 31 日現在

山梨市の基金残高
62 億 1,447 万 7 千円

基　金　名 平成 28 年度末
残高

平成 29 年度増減額 平成 29 年度末
残高積立 取崩

 財政調整基金 27 億 6,520 万 6 千円 97 万 8 千円 0 円 27 億 6,618 万 4 千円
 市債管理基金 8 億 282 万 1 千円 44 万 6 千円 0 円 8 億 326 万 7 千円
 地域振興基金 10 億 5 千万円 3 億 5,749 万 8 千円 5,049 万 8 千円 13 億 5,700 万円
 地域福祉基金 4 億 5,256 万 4 千円 0 円 0 円 4 億 5,256 万 4 千円
 中山間地域農村活性化基金 1,553 万 7 千円 2 千円 0 円 1,553 万 9 千円
 若者定住促進支援基金 2,286 万 4 千円 152 万 1 千円 1 千円 2,438 万 4 千円
 土地開発基金 2 億 835 万 9 千円 3,763 万 4 千円 2 千円 2 億 4,599 万 1 千円
 太陽光発電施設等整備基金 1,053 万 5 千円 237 万 1 千円 0 円 1,290 万 6 千円
 国民健康保険財政調整基金 6,319 万 2 千円 　9,251 万 4 千円 2 万 5 千円 1 億 5,568 万 1 千円
 交通・火災災害共済見舞金支払準備基金 5,803 万 2 千円 456 万 7 千円 0 円 6,259 万 9 千円
 介護保険給付費支払準備基金 1,037 万 3 千円 0 円 201 万円 836 万 3 千円
 ふるさと輝き基金 1 億 7,000 万 1 千円 3 億 1,368 万 4 千円 1 億 7,368 万 6 千円 3 億 999 万 9 千円

合　　　　計 56 億 2,948 万 4 千円 8 億 1,121 万 5 千円 2 億 2,622 万 2 千円 62 億 1,447 万 7 千円

基金

　

性
質
別
経
費
に
お
い
て
、
投
資
的

経
費
は
、
市
民
会
館
・
図
書
館
大
規

模
改
修
事
業
、
産
婦
人
科
施
設
整
備

事
業
、
小
学
校
エ
ア
コ
ン
設
置
整
備

事
業
、
市
民
総
合
体
育
館
ア
リ
ー
ナ

大
規
模
改
修
事
業
及
び
統
合
小
学
校

大
規
模
改
修
事
業
が
終
息
と
な
っ

た
こ
と
な
ど
に
よ
り
、
対
前
年
度
比

17
億
４
５
１
２
万
７
千
円
（
29・５
％
）

の
大
幅
な
減
額
と
な
り
ま
し
た
。

扶
助
費
は
、
特
定
教
育
・
保
育
施

設
運
営
事
業
、
介
護
等
給
付
事
業
が
増

額
と
な
っ
た
こ
と
な
ど
に
よ
り
、
対
前

年
度
比
１
億
３
７
７
６
万
３
千
円（
４・

９
％
）
の
増
額
と
な
り
ま
し
た
。

物
件
費
は
、
臨
時
職
員
の
増
員
、

し
尿
処
理
場
運
転
管
理
業
務
委
託
料
が

増
額
と
な
っ
た
こ
と
な
ど
に
よ
り
、
対

前
年
度
比
９
４
６
８
万
３
千
円
（
３
・

６
％
）
の
増
額
と
な
り
ま
し
た
。

平成 29年度決算の概要と現在の財政状況

　
人
件
費
は
、
給
与
制
度
の
総
合
的

見
直
し
な
ど
に
よ
り
、
対
前
年
度
比

１
０
１
１
万
７
千
円
（
０・
４
％
）

の
増
額
と
な
り
ま
し
た
。

補
助
費
等
は
、
下
水
道
事
業
へ

の
公
営
企
業
法
適
用
に
伴
い
、
性
質

分
析
が
繰
出
金
か
ら
補
助
費
等
に
変

わ
っ
た
こ
と
な
ど
に
よ
り
、
対
前

年
度
比
５
億
５
２
５
７
万
４
千
円

（
34
・
７
％
）
の
大
幅
な
増
額
と
な

り
ま
し
た
。

繰
出
金
は
、
下
水
道
事
業
へ
の

公
営
企
業
法
適
用
に
伴
い
、
性
質
分

析
が
繰
出
金
か
ら
補
助
費
等
に
変
わ

っ
た
こ
と
な
ど
に
よ
り
、
対
前
年
度

比
６
億
９
５
４
８
万
８
千
円
（
28
・

０
％
）
の
大
幅
な
減
額
と
な
り
ま
し

た
。

　
積
立
金
は
、
ふ
る
さ
と
納
税
を
原

資
と
し
た
ふ
る
さ
と
輝
き
基
金
積
立

金
が
増
額
と
な
っ
た
こ
と
な
ど
に
よ

り
、
対
前
年
度
比
９
９
３
３
万
２
千

円
（
17
・
２
％
）
の
増
額
と
な
り
ま

し
た
。



平成 28年度

指　標 内　　　　　　　容  山 梨 市 早期健全化
基　　　準

財政再生
基　　準

実質赤字比率

　一般会計の実質的な赤字額が市の標準的な収入に対
してどのくらいの割合になるかを示す指標です。
　家計簿に例えると、年間の赤字額の合計が収入の合
計に占める割合になります。

赤字なし 13.31％ 20.00％

連結実質赤字比率

　一般会計のほか、特別会計や企業会計も含めて計算
した実質赤字比率です。
　家計簿に例えると、自分の世帯のほか、子どもの世
帯を合わせた赤字額の合計が、収入の合計に占める割
合になります。

赤字なし 18.31％ 30.00％

実質公債費比率

　一般会計などが負担する長期の借入金の返済や、そ
れに準じる支出が、市の標準的な収入に対してどのく
らいの割合になるかを示す指標です。
　家計簿に例えると、住宅ローンなどの返済額の合計
が年収に占める割合になります。過去３カ年の平均を
表しています。

11.2％ 25.0％ 35.0％

将来負担比率

　一般会計などが抱える実質的な負債の残高が、市の
標準的な収入に対してどのくらいの割合になるかを示
す指標です。
　家計簿に例えると、住宅ローンなどの借入金の残高
が、現在の年収の何％になるかを示す指標です。

125.3％ 350.0％

平成 29 年度決算における山梨市の健全化判断比率の状況

会計名  山 梨 市 経営健全化基準 会計名 山 梨 市 経営健全化基準

水道事業会計 資金不足なし 20.00% 浄化槽事業特別会計 資金不足なし 20.00%

病院事業会計 資金不足なし 20.00% 簡易水道事業特別会計 資金不足なし 20.00%

下水道事業会計 資金不足なし 20.00% 活性化事業特別会計 資金不足なし 20.00%

平成 29 年度決算における山梨市公営企業会計などの資金不足比率の状況

財
政
状
況

「地方公共団体の財政の健全化に関する法律｣
( 財政健全化法 ) に係る指標財政健全化指標

　財政健全化法では、一般会計などにおける「実質赤字比率」「連結実質赤字比率」「実質公債費比率」「将来負担比率」
の 4つの健全化判断比率が定義されており、公営企業会計においては「資金不足比率」の判断指標で経営健全化基
準が定められています。4つの判断比率のいずれかが早期健全化基準を超えた場合には「財政健全化計画」などの策
定が義務付けられています。

一般会計など 一　　　般　　　会　　　計

特別会計のうち

公営企業以外の特別会計

 国民健康保険
 介護保険
 後期高齢者医療
 介護サービス
 交通・火災災害共済

公営企業

会　　計

公営企業に

係る会計

法 適 用 企 業
 水道事業 
 病院事業
 下水道事業

法非適用企業
 簡易水道事業
 下水道事業 ( 浄化槽事業）
 活性化事業（観光施設）

一部事務組合・広域連合
　東山梨行政事務組合、 東山梨環境衛生組合、 峡東地域広域水道企業団、
　甲府・峡東地域ごみ処理施設事務組合、市町村総合事務組合

地方公社・第３セクターなど
　山梨市フルーツパーク㈱、㈲みとみ、山梨フルーツリゾート㈱、
　笛吹川沿岸土地改良区、フルーツ山梨農業協同組合など

公営事業会計

資
金
不
足
比
率

連
結
実
質
赤
字
比
率

将

来

負

担

比

率

準
元
利
償
還
金
の
対
象
会
計

実
質
赤
字
比
率

実
質
公
債
費
比
率

健全化判断比率などの対象

　
一
般
会
計
及
び
特
別
会
計
で
は
、
実
質
収
支

が
赤
字
で
な
か
っ
た
こ
と
、
企
業
会
計
で
は
、

資
金
の
剰
余
金
が
あ
り
資
金
不
足
に
な
ら
な

か
っ
た
こ
と
に
よ
り
、
実
質
赤
字
比
率
・
連
結

実
質
赤
字
比
率
・
資
金
不
足
比
率
は
、
数
値
の

表
示
は
あ
り
ま
せ
ん
。

　

実
質
公
債
費
比
率
は
、
前
年
度
よ
り
０・
４

ポ
イ
ン
ト
下
が
り
、
11
・
２
％
と
な
っ
て
い
ま

す
。

　

将
来
負
担
比
率
は
、
前
年
度
よ
り
３・
９
ポ

イ
ン
ト
下
が
り
１
２
５・
３
％
と
な
っ
て
い
ま

す
。

　
実
質
公
債
費
比
率
及
び
将
来
負
担
比
率
と
も

に
前
年
度
決
算
と
比
べ
る
と
改
善
傾
向
に
あ
り

ま
す
が
、
こ
れ
は
下
水
道
事
業
に
公
営
企
業
法

を
適
用
し
た
こ
と
が
主
な
要
因
と
し
て
考
え
ら

れ
ま
す
。

　

し
か
し
、
今
後
の
財
政
状
況
を
考
え
る
と
、

実
質
公
債
費
比
率
、
将
来
負
担
比
率
は
、
標
準

財
政
規
模
の
縮
小
、
公
債
費
の
増
加
、
国
の
交

付
税
の
削
減
な
ど
の
影
響
を
受
け
、
数
値
は
上

昇
し
て
い
く
こ
と
が
見
込
ま
れ
ま
す
。

　
自
主
財
源
の
確
保
に
努
め
、
事
務
事
業
経
費

の
削
減
な
ど
行
政
の
ス
リ
ム
化
に
向
け
て
努
力

を
続
け
、
財
政
の
健
全
化
を
図
っ
て
い
く
必
要

が
あ
り
ま
す
。

問い合わせ　企画財政課財政担当（西館 4階、内線 2404）

　
財
政
構
造
の
弾
力
性
（
ゆ
と
り
）
を
見
る

た
め
の
指
標
。

　
人
件
費
な
ど
、
毎
年
必
ず
必
要
と
す
る
経

費
を
地
方
税
や
地
方
交
付
税
な
ど
の
比
較
的

安
定
し
た
収
入
で
割
っ
た
指
標
。

　　
地
方
公
共
団
体
の
公
債
費
の
財
政
負
担
の

度
合
い
を
判
断
す
る
指
標
。

　
公
債
費
（
借
入
金
の
返
済
元
金
利
子
）
に

充
て
ら
れ
た
一
般
財
源
の
一
般
財
源
総
額
に

対
す
る
割
合
。

　
地
方
公
共
団
体
が
、
標
準
的
に
収
入
す
る

と
考
え
ら
れ
る
地
方
税
な
ど
を
、
妥
当
か
つ

合
理
的
な
平
均
水
準
で
行
政
を
行
な
う
場
合

に
要
す
る
経
費
で
割
っ
た
比
率
。

　
指
数
が
高
い
ほ
ど
財
源
に
余
裕
が
あ
る
。

公債費負担比率

前年度比+0.2%

17.1%
経常収支比率

前年度比+2.9%

91.0%
財政力指数

前年度比+0.001

0.427

平成 29年度決算の概要と現在の財政状況

　
地
方
公
共
団
体
の
財
政
力
を
示
す
指
数
。


